４　中部広域常備消防
広域消防体制整備
　近年全国的にあらわれている火災原因の複雑化は、鳥取県中部地区においても同じ傾向にあり、市街地、温

の背景
泉地等に高層建築物が建設されるに従って機動力、化学消火力を必要とするようになった。しかし町村段階における消防体制は、現在の化学消防力を維持する能力の保持は困難で、さらに消防団員の不足等がめだち、一旦火急の組合に機動力の不足から大惨事につながることも予想される時代である。

　こうした状況下のなかで交通、通信網の発達した現在、１市町村の行政区域内にとどまらず、広域化した消防体制を充実して各種消防装備の増強を図り、その体制も合理化しようと考えられたのが「中部広域常備消防」計画である。

　もともとこの計画の発想は、全国総合開発計画および第２次鳥取県総合開発計画の方向にそって「中部広域市町村圏」の計画樹立がたてられ、中部地区のもつ経済的、社会的条件と、さらに中部農業経済圏の基礎整備をねらった総合計画がたてられるなかで、この広域消防問題も取り上げられたものであって、住民福祉につながる各種広域行政を１本化するための中部市町村管理組合を設立し、その管理下に置いたものである。（中部市町村管理組合については後項の官公署―中部市町村管理組合の項に詳述）
広域消防体制の概　　　この広域常備体制の内容は次のとおりであるが、これによって従来の市町村消防力と併せて大巾な消防力の
要　　　　　　　　　増強確立がなされたと同時に、従来手の廻らなかった官公庁、事業所、ホテル、旅館などの建築物に対する予防措置指導、また危険物取扱所に対する消防職員の立入検査が実施されるようになり、火災予防行政の徹底化が図られたことは時宣を得た措置として各地から注目されている。またもう一つの目的として、近年交通事故多発による救急業務の激増に対処するため、本署、分署に救急車を配備して救急患者の処置を迅速に行う人命救助体制を確立したことがある。
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○組　　　織

　　中部市町村共同施設管理組合消防本部


　　　　　　　　　　　　　　　倉吉消防本部東伯分署（東伯町大字八橋）


　　倉吉消防署（倉吉市八屋）　　　〃　　　羽合分署（羽合町大字久留）


　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　西倉吉分署（倉吉市西倉吉町）


○構成市町村　倉吉市、羽合町、東郷町、三朝町、北条町、関金町、東伯町、赤碕町、大栄町、泊村

○政令指定年月日　昭和４７年４月１日


○人口、世帯数


　　人口　　１２０,１５７人　　　　　　　　世帯　　３１,８３５戸


○消防装備の配置（下表）


○救急通信網（下表）


○消防職員配置状況


　　消防本部　　　　１６人　　　　　　　　西倉吉分署　　　１６人

　　倉吉消防署　　　　３０人　　　　　　　　　　計　　　　１０３人


　　東伯分署　　　　２２人

　　羽合分署　　　　１９人
[image: image2.jpg]—1120—

BRI UM QTWHE N R ool Q7 KHT RETY KPEHOEE O VEY
oS I PEENEVESEN O
O% #

iR R EEMIEHEUER KR

QNEEMRRICE (BIEKHCE)

y @R (i< R RERE (BUEK <)
S R RET (U R )

oEREER @R BEE KRE IEER 2% R BIE KEE KK O7

ORMPEWETD ERE+IHER | m
O<0O" =ik
<o 11107 TH< = RS Ll
OmRIES R (1) i
OREREE (R0 s
OTEELREKER i
ERKE [ s K<
WATLRED mo< e [ReLIES
gIRE < ,
R aRE 1 R<
sl





[image: image3.jpg]RaORHE 18 ; £

K K
X E =
234
Him =
BRy -

BEHENRDE

ErNps

fE153

SRR PEETR O VREL 60 N O EIRHIR KEN RO L e BRI+ Di+m | mb’

RIS bR BHIRE o 56 IRTRETV O b HEE Q FREORISIHRG | HwHESVEES B+ | mI+H oS gH

B RGN O RO RESE | K1l HESH(DORE S 2°
JIARBI ZXET 0 M AT © IR 8 0 L QI QEMIR AR IR B SHESRIUR 0 5 b S0 S e R & R
éﬂ‘*%4Hm2MT\ﬁ%ﬁ&w@tbT%MH@%Eﬁi%%%N%K{%M R HR- RV RE R

e

x]
8107 D A DRI RET 0 BT TV © 5558 N QB S EE Y B e U -0 0 BIE R INE O IRER W IES

= FEE

IBE S UeQ L ERDK QRSO EN e REDY FOERERK N Ey 0k K e P

HUBQ

]

e

—1121

BR

i
[





羽合分署設置の経
　以上が新発足した常備消防の経過と現況であるが、このうち羽合分署が実際に発足したのは、昭和４７年１
過
０月１日で、分署の庁舎が建築完成するまで統合校舎として改造中の羽合西小学校の一室を使用して開設し、同年１１月２５日の竣工と同時に新庁舎に移転した。新築した建物は１９２㎡、工事費６,７００,０００円であった。

　各分署を設置するに当たって問題になったのはその位置であるが、これは設立準備協議会においてあらゆる角度から検討され、中部一円から見て、倉吉市を中心として各町村の家屋密集部落を対象に出動所要時間５分～１０分以内で現場に到着できるよう計画配備されたもので、中部地区の東部を主として担当する分署を、羽合町長瀬地区に置くことが決まったものである。しかし分署を設置する該当町村はその設置に必要な敷地を無償貸与することとなり、羽合町も長瀬の現敷地を提供した。


　この分署敷地を決めるに当たって次のような経過を経ているので記録しておく。

　町当局はこの敷地の位置決定に当たって、当初長瀬小学校が近く統合によってその敷地が空くことを予想し、同校の東側の敷地を充当する予定であったが、ちょうどこの時期は羽合町農協合併直後であって、羽合町農協は旧長瀬農協事務所を利用して本庁を開設していた関係から、農協に隣接している長瀬小敷地を消防署に充当されてしまっては、今後の農協施設拡充の余地が閉ざされてしまうことになり、従って農協から町に対して、代替地を提供するから将来長瀬小学校敷地の隣接地の一部を譲与してほしいと申入れがあった。

　羽合町としても数年間かけて農協合併を指導し、さらに今後育成指導をする見地からこの申入れを受けることとなり、関係機関と協議した結果羽合農協で代替地を用意し、次の覚書を交換して消防署敷地が正式に決まったものである。


　　　　　　　　　覚　　　書

消防分署敷地決定
　中部広域消防羽合分署の敷地を羽合町が中部共同施設管理組合に無償貸与する予定の町立長瀬小学校々地の

のための羽合農協
一部を羽合町農業協同組合（以下「農協」という。）の要請により、他に変更するに当たり、羽合町（以下「町」

との覚書
という。）と農協との間に下記事項を確認し、後日の証として覚書を作成して町長、農協組合長が署名捺印の上各１通を保管する。

　　　　　　　　　　　記
1、 昭和４７年４月１日新しく合併発足した農協育成助長を図る見地に立って、この覚書事項の処理に当た
　ることを本旨とする。

２、農協が町に提供する分署敷地の代替地は次のとおりとする。


　　羽合町大字久留字水下後５０番６　　　　　６９６㎡


　　　　　同　　　上　　同５１番３　　　　　２３８㎡


３、この土地の買収等に係る一切の経費は当分の間農協が無利息立替支払とする。経費の内訳は次のとおりで


　ある。

（１）土地買収代金　坪当１７,７００円　　面積　９３４㎡（２８２坪）　金額　４,９９１,４００円

（２）用地造成費


　　　用地埋立費　４９７,４８９円　　　側壁土地　７００,０００円　　　計　１,１９７,４８９円


（３）その他の経費　６４７,７１６円　　　合計　６,８３６,６０５円


４、土地の売買契約は、町と売主との締結とし、町有地として登録する。


５、町は後日長瀬小学校地の一部を農協へ譲渡するに当たり、第１項の主旨を十分導重し、第２項並びに第３

　項の土地の面積立替金額等を基準に時価評価額を勘案して譲渡条件を決定する。


６、農協が譲渡土地を利用するに当たり、町は農協の運営機能が十分発揮されるよう利用条件の整備につき特


　に配意し、町と農協の協議により処置する。

　　　　昭和４７年１０月１８日

　　　　　　　　　　　　　　羽合町長　　　　　　　　故　島　賢　市　　㊞


　　　　　　　　　　　　　　羽合町農業協同組合長　　本　多　不二雄　　㊞

　昭和４８年４月長瀬小学校は宇野小学校と統合して羽合西小学校となり、長瀬小学校敷地は空地となったため、さきの覚書きに従って東側の敷地が農協へ譲渡されることになった。しかし覚書の第５項の主旨をめぐって譲渡すべき範囲がなかなか決まらず、５０年になってようやく町と農協が諒解点に達し、９月の定例議会で次の土地が無償譲渡された。

１、羽合町大字久留字河原田２３番４


　　学校用地　９３４㎡


１、同　上　所　　　　　２７番１０　　６６㎡

１、譲渡の相手方　　羽合町農業協同組合
